
令和７年国勢調査 第１次試験調査（案）

令和３年1２月

国勢統計課

資料４



令和３年 令和４年

12月 1月 ２月 3月 4月 ５月 6月 7月 8月

会議

調査地域

実施計画

調査書類・用品

令和７年国勢調査 第１次試験調査の概要
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調査目的 令和７年国勢調査実施計画の立案に当たり、調査環境の変化に対し的確に対応する
ための調査方法等必要な事項を実地に検証し、実施計画の策定に必要な基礎資料を
得ることを目的

調査期日 令和４年６月22日（水）
調査対象 ８都県16市区町 312調査区（１市区あたり24調査区、１町あたり12調査区）

調査日現在、対象調査区に常住するすべての人・世帯(約15,600世帯)

調査の流れ

調査方法 調査員が全世帯を訪問し、調査票等の調査書類一式を配布
調査票の回収は オンライン（インターネット回答）、郵送、調査員

総務省 都県 市区町 調査員 世帯

調査区選定 ◎
通知

◎
承認

承認申請手続

◎
有識者会議（局）

◎
都県・市区町

事務打合せ会（局）

◎
調査員事務
打合せ会

◎
事後報告会

（局）

試
験
調
査

原案の作成・検討 調達手続 ◎
契約

◎
納品（実査用）



（ ）内は調査区数

第１次試験調査の調査対象地域
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都道府県 市区 町

新潟県 新潟市（24） 田上町（12)

東京都 文京区（24）、中央区（24）

静岡県 静岡市（24） 函南町（12）

岐阜県 岐阜市（24） 垂井町（12）

福井県 福井市（24） 越前町（12）

奈良県 奈良市（24） 田原本町（12）

山口県 下関市（24）、山口市（24）

福岡県 北九州市（24） 芦屋町（12）



第１次試験調査における検証事項
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令和２年国勢調査の実施状況を踏まえ、以下の点を検証

調査スケジュールの見直し
前回調査では、オンライン回答期間を長く確保するため、調査開始時期を早めたことにより、

①世帯がインターネット回答した後に世帯員の出生、死亡、転居等があった場合は、回答内容の修
正が必要となるが、把握漏れとなりやすく、回答期間はできる限り調査期日に近いほうがよいとの
意見や、②調査事項のうち「１週間の仕事」について就業状態を把握するが、世帯から「未来の状
況を書くのか」、「令和元年の状況を書くのか」などの問合せを多く受けた。そのため、調査関係
書類の配布を１週間程度後ろにずらし、調査期日に近づけることができるか検証。
また、督促にあたっては、民間事業者が回答状況確認表に回答期限までのものを登録することと

なっていたが、消印を見ると調査期日のものが多く、世帯から既に回答したと言われ実査に多大な
る影響があったことから、回答期限までに提出された調査票を反映できるよう、回答状況確認表の
印刷時期をずらせるか検証。

調査方法について
聞き取り率の増加傾向や調査困難地域（調査員が世帯と面接困難な地域）があることを踏まえ、
A) 調査関係書類の配布・回収や督促事務を調査員が直接世帯と面談し実施する方法
B) 調査関係書類の配布は、前回調査で実施した方法から調査員が説明する内容を記載した書類

「はじめにお読みください」を入れた方法に変更し、督促事務は、調査員が直接世帯と面談
し実施する方法

を比較し検証。
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第１次試験調査における検証事項（続き）
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令和２年国勢調査の実施状況を踏まえ、以下の点を検証

調査員事務の軽減
前回調査で調査員が配布していた「調査への回答はお済みですか」を民間事業者による配布を実

施し検証。
※実施方法について調整中

調査票の設計【調査員記入欄を世帯記入欄に移行】
調査員記入欄の「世帯の種類」及び「住宅の建て方」を世帯記入欄に移行した場合の記入状況を

検証。

４
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令和７年国勢調査 第１次試験調査 調査スケジュール（案）
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① 調査期日との近接化を図るため、調査書類の配布開始を１週間延期
② 郵便事情を考慮し、提出期限～督促開始の期間を１週間確保
③ 回答確認リーフレットの配布時期及び配布方法、提出期限の変更

Ｂ
調
査
方
法

調査書類の配布
【インターホン越し】

調査員回収

郵送回収

オンライン回収【インターネット回答】

未提出世帯からの
調査票回収・督促

未提出世帯の特定

②①

6/12
調査開始

調査書類の配布
調査員回収

郵送回収

オンライン回収【インターネット回答】

未提出世帯からの
調査票回収・督促

【民間事業者】
調査への回答はお済みですか
（全世帯配布）

未提出世帯の特定

②①
Ａ
調
査
方
法

調査書類
の配布

調査員回収

郵送回収

オンライン回収【インターネット回答】

未提出世帯からの
調査票回収・督促

未提出世帯の特定調査への回答はお済みですか
（全世帯配布）

6/22
調査期日

9/14
調査開始

令
和
２
年

10/1
調査期日

7/1
提出期限

7/8
督促開始

7/18
調査終了

10/7
提出期限

10/20
調査終了

従
来
型

令
和
２
年

変
則
型

「世帯員の数（男女の別を含む）」
の把握を廃止

6/25

「はじめにお読みください」を配布

【民間事業者】
調査への回答はお済みですか
（全世帯配布）

調査員回収
＋ 聞き取り

9/20

③

③



調査関係書類の配布方法（B調査方法）
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（重要）
はじめにお読みください

・調査の趣旨
・調査の方法 など

【新規】

①インターネット回答利用ガイド、②調査票、③調査票の記入のしかた、④郵送提出用封筒の４点に加え、非接
触型の調査方法により、調査員による説明（調査の趣旨、調査の方法など）が縮減されるため、それらを記載し
た資料を新たに作成し、これら５点を調査書類収納封筒に収納して配布。

インターネット回答利用ガイド

調査票

調査票の記入のしかた

調査書類収納封筒

郵送提出用封筒



調査票の設計【調査員記入欄を世帯記入欄に移行】
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【令和２年本調査】

【令和７年第１次試験調査】

（世帯記入欄） （調査員記入欄）

（世帯記入欄）

＋


